














































































































































































































○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
負担分任原則
(住民が広く負担を分かち合う余地があること)


















































































































































































































































































































金額 割合 金額 割合 金額 割合
普通税 102,036 99.9 989,762 99.8 14,135,732 99.9
道府県税 36,149 35.4 344,046 34.7 5,628,848 39.8
個人 31,394 30.7 309,180 31.2 4,796,824 33.9
法人 4,755 4.7 44,868 4.5 832,024 5.9
事業税 14,679 14.4 136,454 13.8 2,531,277 17.9
個人 1,103 1.1 8,772 0.9 177,618 1.3
法人 13,576 13.3 127,682 12.9 2,353,658 16.6
地方消費税 21,551 21.1 213,751 21.6 2,551,109 18.0
不動産取得税 3,898 3.8 21,699 2.2 335,563 2.4
道府県たばこ消費税 3,230 3.2 24,776 2.5 288,934 2.0
ゴルフ場利用税 761 0.7 3,802 0.4 50,670 0.4
自動車取得税 1,132 1.1 16,475 1.7 210,433 1.5
軽油引取税 6,750 6.6 90,740 9.2 924,854 6.5
自動車税 12,888 12.6 135,962 13.7 1,585,966 11.2
鉱区税 13 0.0 80 0.0 368 0.0
目的税 69 0.1 1,508 0.2 9,656 0.1
 狩猟税 4 0.0 351 0.0 1,685 0.0
















































































































































































































































































































































































































沖縄県 102,105 71,462 63.9 36,149 25,300 56.8 35.4 14,679 10,273 51.3 14.4 49.8 51,277 35,889 75.8
和歌山県 85,828 84,896 75.9 32,988 32,629 73.3 38.4 11,967 11,837 59.1 13.9 52.4 40,873 40,430 85.4
宮崎県 94,534 83,102 74.3 30,773 27,052 60.7 32.6 12,928 11,365 56.7 13.7 46.2 50,833 44,685 94.4
長崎県 110,549 77,844 69.6 41,636 29,318 65.8 37.7 15,381 10,830 54.1 13.9 51.6 53,532 37,696 79.6
岩手県 121,952 93,164 83.2 37,629 28,747 64.6 30.9 17,065 13,037 65.1 14.0 44.8 67,258 51,380 108.5
鹿児島県 135,104 79,695 71.2 46,782 27,596 62.0 34.6 16,963 10,006 50.0 12.6 47.2 71,359 42,093 88.9
徳島県 76,923 98,606 88.1 27,840 35,688 80.1 36.2 13,417 17,199 85.9 17.4 53.6 35,666 45,719 96.5
秋田県 90,512 84,384 75.4 28,549 26,616 59.8 31.5 10,765 10,036 50.1 11.9 43.4 51,198 47,732 100.8
鳥取県 50,824 86,938 77.7 17,530 29,985 67.3 34.5 6,622 11,328 56.6 13.0 47.5 26,672 45,625 96.3
高知県　 60,471 80,323 71.8 22,236 29,536 66.3 36.8 6,921 9,193 45.9 11.4 48.2 31,314 41,594 87.8
島根県 62,475 88,257 78.9 21,934 30,986 69.6 35.1 9,745 13,766 68.7 15.6 50.7 30,796 43,505 91.9
Ｅグループ 991,277 84,425 75.4 344,046 29,405 66.0 34.7 136,453 11,715 58.5 13.8 48.5 510,778 43,304 91.4


































































沖縄県 102,105 2,235 86.6 36,149 31,394 6,871 78.6 456,924
和歌山県 85,828 2,272 88.1 32,988 29,083 7,699 88.0 377,752
宮崎県 94,534 2,233 86.6 30,773 27,018 6,381 73.0 423,408
長崎県 110,549 2,044 79.2 41,636 36,537 6,754 77.2 540,947
岩手県 121,952 2,489 96.5 37,629 31,502 6,430 73.5 489,891
鹿児島県 135,104 2,185 84.7 46,782 40,874 6,610 75.6 618,335
徳島県 76,923 2,551 98.9 27,840 23,280 7,719 88.3 301,592
秋田県 90,512 2,223 86.2 28,549 24,943 6,125 70.0 407,226
鳥取県 50,824 2,124 82.4 17,530 15,350 6,415 73.4 239,265
高知県 60,471 2,070 80.2 22,236 19,982 6,839 78.2 292,189
島根県 62,475 2,088 81.0 21,934 19,217 6,423 73.4 299,199
Ｅグループ 991,277 2,229 86.4 344,046 299,180 6,728 76.9 4,446,728
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注
１．恒松制治教授は後に島根県知事に就任されたが，き
わめて現実的立場に立ち，地方財源の拡充には常に「地
方自治」という錦の御旗が掲げられ，地方独立財源の
拡充が地方自治発展のために必要であるとする通説的
見解に一石を投じている。そして地方財源の構成は負
担の側，あるいは効率の側からの望ましい判断が必要
であり，地方自治・国民経済発展との関係で検討され
るべきとされている。［13］の80～99頁を参照。
２．恒松教授はシャウプ勧告が付加税を廃止する根拠を，
独立税を据えることで税務行政の責任の帰属を明確にし，
納税者意識を高揚させることであるとしている。けれど
も独立税が配分されても地域によっては望ましい税収を
もたらせず，独立税の配分を地方自治とは切り離して考
えるべきであるとしている。［13］の107～108ページを参
照。
３．池宮城秀正教授によると，その後の琉球の税制につい
てファインとキャンベルにより執筆された『琉球群島に
関する税制使節団報告書』が執筆された。琉球の税制を
考える上で興味深いものである。［１］の59～63頁を参
照。
４．橋本徹［15］の66ページ参照。また，「いま国と地方
の機能分担のあり方が問われ，徐々にではあるが， ［地
方税原則は］大きく変わろうとしている」と述べられ
ている。
５．佐藤進教授は［10］で，国税に関する原則と異なっ
て地方税に関する原則には少なくとも学界では定説が
ないが，「地方税について国税と異なった租税原則が設
けられてしかるべき」という考え方が古くからあった
とされている。これを井藤半彌教授は著作の多くで，
地方税の特殊原則ないし地方税原則と表現されており，
地方税の特殊原則は大別してア地方税独自の原則と，
イ一般共通原則のうち，地方税で特に重視されるべき
原則としている。［３］の138頁を参照。
６．前述のように，各学者が論じた時処によりその意義
が変わってしまうものすらあるので同表で示されてい
る位置づけは必ずしも論者が論じたものに忠実になっ
ていないものがある。
７．西野喜與作教授は，税源配分に当たっては地方団体
の事務配分と結びついて財政需要，租税負担が主とし
て所得によるとした場合国民所得分配に結びつき，地
方財源の中で補助金との関係を考える必要があるとし
ている。また，①地方歳入に占める地方税収入の割合
をどれほどにするか，②地方政策に基づく地方税の量
を適度にすることといった観点から，地方税制を考え
る必要があるとしている。［14］の310～317頁を参照。
８．これにはとりわけ今日，地方税原則としてあげられ
ることの多い，安定性原則と負担分任原則が含まれて
いるといえる。
９．井藤半彌教授は，負担分任の背後にある負担能力を
斟酌され，負担能力が実現されている場合に負担分任
原則が論理上調和をするとしている。そして現実的に
は，地方独立財源の不足による地方自主財源強化の必
要から負担分任原則が採用されているとしている。従っ
てそうした財源不足の解決策としては，地方独立税よ
りも地方分与税（地方交付税）を強化することが効果
的であるとしている。
10．神戸正雄教授は第２次世界大戦前の事情の下で，「課
税物件が他地方にはなく，或地方にのみこれを存する
が如き」税は地方税として「調法であり」，国税として
課すことは地方間で負担の不公平を生ずるため躊躇す
べきものとし，地方の雑種税として適するとしている。
［６］の19頁を参照。また，大正時代に石川県金沢市で
特別税として創設された遊興税は奢侈課税の一種であ
り，金沢という地であるからこそ課税が可能な租税で
あった。大正時代の地方税の分権的条件を満たすもの
である。現在も地方財源が不足する中でこうした工夫
がなされている。けれども，バブル経済崩壊による急
激な税収減を穴埋めすべく，法人事業税を実質的に増
税するように仕組まれた法定外普通税としての神奈川
県臨時企業税はあえなく散った感がある。納税義務者
に裁判に持ち込まれ，法律の争点は別にしても，わが
国で地方税の分権的条件を貫徹することの難しさが示
された租税といえる。
11．佐藤進［８］の98～107頁を参照。
12．井藤半彌教授は「付加価値税は…日本では営業税に
近いものとして立法化され，ヨーロッパ諸国では『純
化した取引高税』として取引高税，時に消費税に近い
ものとして発達している」としている。［３］の144頁を
参照。また，日本では法人企業・個人企業には国税と
して所得税・法人税が，地方税として住民税が主とし
て所得ないし営業純益を標準として負担能力課税がさ
れている。従って，中央・地方を通じる租税体系の租
税の少なくともどこか１か所で利益原則を取り入れた
課税をすることが必要であり，営業純益課税をされて
いる現行の府県の営業税は利益原則を濃厚に加味した
事業課税が望ましいとしている。［２］の140頁を参照。
13．シャウプ勧告が付加価値税を勧告した際，これを消
費税とみるか企業税とみるかの議論があったが，本稿
ではその詳細には立ち入らないでおく。詳細は佐藤進
［９］，井藤半彌［２］を参照。
14．なお控除法と加算法それぞれにより算定する付加価
値のずれについては関口智「シャウプ勧告の附加価値
税の源流―アメリカ財務省報告の政策意図と現実」『地
方税』（第49巻第10号，平成10年）の特に123～129頁お
よび関口智「現代企業税制改革の源流―シャウプ法人
事業税改革の意図と企業会計―」『証券経済研究』（第
23号，平成12年）の特に182～191頁を参照のこと。
15．佐藤進［８］の11～15頁を参照。
16．荻田保［５］の156～159頁を参照。
